
（単位：百万円）

代 表 取 締 役 社 長 川島 克哉

中間連結貸借対照表（平成23年9月30日現在）

第　5　期　　中  間  決　算　公　告
平成23年12月20日

東 京 都 港 区 六 本 木 一 丁 目 6 番 1 号
住 信 SBI ネ ッ ト 銀 行 株 式 会 社

38,657

1,984,696資産の部合計 1,984,696 負債及び純資産の部合計

純資産の部合計

その他の包括利益累計額合計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

株 主 資 本 合 計

42

752,954

13,658

そ の 他 資 産

貸 出 金

有 価 証 券

31,000

（純資産の部）

資 本 金

金 額

115,732買 入 金 銭 債 権

176,048

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 30,426

1,903,932

そ の 他 負 債 42,009

科 目 金 額 科 目

コールローン及び買入手形 外 国 為 替

（資産の部） （負債の部）

現 金 預 け 金 26,315 預 金

金 銭 の 信 託 7,597

820,330

特 別 法 上 の 引 当 金

賞 与 引 当 金

△ 640

438

貸 倒 引 当 金

外 国 為 替

有 形 固 定 資 産

35,728

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産 685

5,420

1,946,039負債の部合計

10

資 本 剰 余 金

661

13,625

43

△ 6,629

45,287

△ 606

△ 6,023
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（単位：百万円）

（ ）

（ ）

（ ）

中間連結損益計算書
平成23年4月 1日から
平成23年9月30日まで

14,201

そ の 他 経 常 費 用

そ の 他 業 務 収 益 2,000

役 務 取 引 等 収 益 3,503

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

科 目

△ 704

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

そ の 他 経 常 収 益

2,571役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用 528

7,260

136

営 業 経 費

金 額

経 常 収 益 16,749

7,050

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ） 2,205

資 金 運 用 収 益

（ う ち 預 金 利 息 ） 2,820

資 金 調 達 費 用 3,703

157

経 常 費 用

11,088

経 常 利 益 2,548

特 別 損 失 2

0

0

特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益

△ 701

3,246

2,545

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 額 2

中 間 純 利 益

法 人 税 等 合 計

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3

法 人 税 等 調 整 額

2



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中間連結財務諸表の作成方針
1. 連結の範囲に関する事項

（1）連結される子会社及び子法人等　　1社
住信SBIネット銀カード株式会社

（2）非連結の子会社及び子法人等
該当ありません。  

2. 持分法の適用に関する事項
該当ありません。

3. 連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項

会計処理基準に関する事項
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

3. 減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

4. 貸倒引当金の計上基準

5. 賞与引当金の計上基準

6. 特別法上の引当金の計上基準

7. 外貨建資産・負債の換算基準

8. リース取引の処理方法

9. 重要なヘッジ会計の方法

10. 消費税等の会計処理

追加情報

注記事項
（中間連結貸借対照表関係）
1.

2.

3.
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶
予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び元本又は利息の支払が、約定支払日の
翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しない貸出金（3カ月以上延滞債権）に該当しないものであり
ます。

当社並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、当社
の固定資産に係る控除対象外消費税等はその他資産に計上し、5年間で均等償却を行っております。

現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有
価証券で、当中間連結会計期間末に当該処分をせずに所有しているものは30,300百万円であります。

当中間連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」
（企業会計基準第24号平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
24号平成21年12月4日）を適用しております。

貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は47百万円であります。

貸出金のうち、破綻先債権額は29百万円、延滞債権額は244百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済
の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい
う。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事
由が生じている貸出金であります。また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支
援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

その他　　3年～20年　

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当社で定める利用可能期間（5
年）に基づいて償却しております。

当社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別
委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、将来発生が見込ま
れる損失率を合理的に見積もり、予想損失額に相当する額を引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権
額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻
先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し
た残額を引き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果によ
り上記の引当を行っております。

連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。
9月末日　　1社

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるもの
については中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。な
お、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

当社の有形固定資産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物　　3年～15年

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額
を計上しております。

当社の外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

当社の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年4月1日前に開始する連結会計年度に属するもの
については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

当社の金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、主として「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計
上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効
性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる貸出金とヘッジ手段である金利スワップ取引を一
定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、個別取引毎の繰延ヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手
段に関する重要な条件が同一であるため、ヘッジの有効性の評価を省略しております。

特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金であり、受託等をした市場デリバティブ取引に関して生じた事故による損失の補填に
充てるため、金融商品取引法第48条の3第1項及び金融商品取引業等に関する内閣府令第189条の規定に定めるところにより算出した
額を計上しております。
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4. 破綻先債権額、延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は321百万円であります。
なお、上記2.から4.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

5. 担保に供している資産は次のとおりであります。
為替決済等の取引の担保等として、有価証券364,817百万円を差し入れております。
また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は18,286百万円、保証金は233百万円、デリバティブ取引の差入担保金は869百万円で
あります。

6.

7.

（中間連結損益計算書関係）
1. 「その他経常収益」には、債権回収益98百万円を含んでおります。

2. 「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額126百万円を含んでおります。

3. 中間包括利益  △2,567百万円

（金融商品関係）
金融商品の時価等に関する事項

（1）コールローン及び買入手形
（2）買入金銭債権（＊1）
（3）有価証券

満期保有目的の債券
その他有価証券

（4）貸出金
貸倒引当金（＊1）

資産計
（1）預金

負債計
デリバティブ取引（＊2）

ヘッジ会計が適用されていないもの
ヘッジ会計が適用されているもの （ ） （ ）

デリバティブ取引計 （ ） （ ）
（＊1）

（＊2）

（注）金融商品の時価の算定方法
資 産
（1） コールローン及び買入手形

当初約定期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
（2） 買入金銭債権

（3） 有価証券

（4） 貸出金

負 債
（1） 預金

デリバティブ取引

（百万円） （百万円） （百万円）

平成23年9月30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
中間連結貸借
対照表計上額

時 価 差 額

176,048 176,048 －
115,665 115,665 －

119,076 120,871 1,795
633,878 633,878 －
820,330
△ 571

819,759 834,358 14,599
1,864,427 1,880,822 16,394
1,903,932 1,903,826 △ 106
1,903,932 1,903,826 △ 106

－
6,392 6,392 －

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ、金利オプション）、通貨関連取引（為替予約、通貨オプション）、株式関連取引
（株式指数オプション）、債券関連取引（債券先物、債券店頭オプション）であり、取引所等の価格、割引現在価値やオプション価格計
算モデルにより算出した価額によっております。

預金のうち、要求払預金については、中間連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。
また、定期預金の時価は、通貨及び一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ･フローを割り引いて現在価値を算定しておりま
す。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。
なお、当初預入期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま
す。

その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ取引によって生じた正味の債
権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（  ）で表示しております。

買入金銭債権のうち、貸付債権信託受益権等については、取引金融機関から提示された価格によっております。
その他の買入金銭債権については、当初約定期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額を時価としております。

有価証券は、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。
なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、
時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基
づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。
なお、当初約定期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま
す。

当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件
について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は
165,832百万円であります。なお、これらは任意の時期に無条件で取消可能なものであります。
有形固定資産の減価償却累計額　1,298百万円

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ･フローの現在価値又は担保及び保証に
よる回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間連結決算日における中間連結貸借対照表価額から現在の貸
倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。
貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについては、返済見込み期間及
び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。

6,384 6,384 －
貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、買入金銭債権に対する貸倒引当金について
は、重要性が乏しいため、中間連結貸借対照表計上額から直接減額しております。

8 8
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（有価証券関係）

1.

国債
地方債
社債

その他
外国債券

国債
地方債
社債
その他

外国債券

2.

債券
国債
地方債
短期社債
社債

その他
外国債券
その他

債券
国債
地方債
短期社債
社債

その他
外国債券
その他

（金銭の信託関係）
その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成23年9月30日現在）

その他の金銭の信託
（注）1. 当中間連結会計期間末において、信託財産構成物に時価のある有価証券等は含まれておりません。

2.

（1株当たり情報）

（自己資本比率関係）

－

「うち中間連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち中間連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」はそれぞれ
「差額」の内訳であります。

7,597 7,597 － －

差額
うち中間連結貸借

対照表計上額が取得
原価を超えるもの

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

10,932 10,849 82

うち中間連結貸借
対照表計上額が取得
原価を超えないもの

237
131,794 131,167

75,544 75,154 389

中間連結貸借対照表
計上額が取得原価を
超えるもの

328,411 327,690 720
109,899 109,714 184

2,999 2,999 0
204,579 204,126 453

満期保有目的の債券（平成23年9月30日現在）

種類
中間連結貸借
対照表計上額

取得原価 差額

（百万円） （百万円） （百万円）

その他有価証券（平成23年9月30日現在）

種類

中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の貸付債権信託受益権等が含まれております。

中間連結貸借
対照表計上額

時価 差額

（百万円） （百万円） （百万円）

時価が中間連結貸借対照
表計上額を超えるもの

30,044 31,419 1,375
50,667 50,813 146
11,789 11,957 167
15,800 15,927 127
15,800 15,927 127

小計 108,301 110,117 1,816

時価が中間連結貸借対照
表計上額を超えないもの

－ － －
6,102 6,102 △ 0
4,671 4,651 △ 20

－ － －
－ － －

小計 10,774 10,753 △ 21
合計 119,076 120,871 1,795

627
56,250 56,012

83,547 83,629 △ 82

小計 460,205 458,857 1,347

91,013 92,802 △ 1,788

中間連結貸借対照表
計上額が取得原価を
超えないもの

191,089 191,235 △ 146
67,064 67,071 △ 7

35,994 35,998 △ 3
4,482 4,536 △ 53

58,127 59,763 △ 1,635
△ 15232,886 33,038

284,037 △ 1,934小計 282,103

1株当たりの純資産額  25,636円17銭
1株当たり中間純利益金額  2,152円92銭

銀行法施行規則第17条の5第1項第3号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）は、8.72％であります。

742,895 △ 586合計 742,308

（百万円）

中間連結貸借
対照表計上額

取得原価
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（単位：百万円）

代 表 取 締 役 社 長 川島 克哉

第　5　期　　中  間  決　算　公　告
平成23年12月20日

東 京 都 港 区 六 本 木 一 丁 目 6 番 1 号
住 信 SBI ネ ッ ト 銀 行 株 式 会 社

繰 延 税 金 資 産 685

貸 出 金

5,420

外 国 為 替

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

10

7,597

債券貸借取引支払保証金 30,426

有 価 証 券

金 銭 の 信 託

資産の部合計 1,984,774

38,656

1,984,774負債及び純資産の部合計

その他有価証券評価差額金

株 主 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

純資産の部合計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

資 本 準 備 金

△ 6,629

660

660

△ 606

660

45,286

△ 6,023

31,000

13,625

13,625

1,946,117

35,715

70

753,054

41,914

43

820,330

13,658

賞 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等

1,904,035

コ ー ル ロ ー ン

115,732

41,984

買 入 金 銭 債 権

176,048

そ の 他 負 債

外 国 為 替 42

中間貸借対照表（平成23年9月30日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

貸 倒 引 当 金

（負債の部）

現 金 預 け 金 26,305 預 金

そ の 他 資 産

△ 640

438

（資産の部）

そ の 他 の 負 債

負債の部合計

特 別 法 上 の 引 当 金

（純資産の部）

資 本 金

6



（単位：百万円）

（ ）

（ ）

（ ）

平成23年4月 1日から
平成23年9月30日まで

2,544

経 常 費 用

2,558役 務 取 引 等 費 用

14,200

資 金 調 達 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ） 2,820

3,703

11,088

そ の 他 経 常 収 益

3,498

 中間損益計算書

△ 701

中 間 純 利 益

157

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） 7,050

そ の 他 業 務 収 益 2,000

役 務 取 引 等 収 益

3,242

科 目 金 額

経 常 収 益 16,744

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ） 2,205

資 金 運 用 収 益

そ の 他 業 務 費 用 528

法 人 税 等 合 計

3

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

税 引 前 中 間 純 利 益

7,273

経 常 利 益

特 別 利 益

136

0

2

法 人 税 等 調 整 額 △ 704

特 別 損 失

2,541
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

3. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

4. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

（2）賞与引当金

（3）金融商品取引責任準備金

5. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

6. リース取引の処理方法

7. ヘッジ会計の方法

8. 消費税等の会計処理

追加情報

注記事項
（中間貸借対照表関係）
1.
2.

3.

4.

5. 破綻先債権額、延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は321百万円であります。
なお、上記3.から5.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

6. 担保に供している資産は次のとおりであります。
為替決済等の取引の担保等として、有価証券364,817百万円を差し入れております。
また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は18,286百万円、保証金は230百万円、デリバティブ取引の差入担保金は869百万円で
あります。

その他　　3年～20年　

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5
年）に基づいて償却しております。

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査
特別委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、将来発生
が見込まれる損失率を合理的に見積もり、予想損失額に相当する額を引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権につ
いては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当て
ております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回
収可能見込額を控除した残額を引き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果
により上記の引当を行っております。

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に帰属する額を計上
しております。

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等
株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市場価格等に基づく時価法
（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直
入法により処理しております。

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

有形固定資産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物　　3年～15年

金融商品取引責任準備金は、受託等をした市場デリバティブ取引に関して生じた事故による損失の補填に充てるため、金融商品
取引法第48条の3第1項及び金融商品取引業等に関する内閣府令第189条の規定に定めるところにより算出した額を計上しており
ます。

外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年4月1日前に開始する事業年度に属するものについて
は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

当社の金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、主として「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計
上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効
性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる貸出金とヘッジ手段である金利スワップ取引を一
定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、個別取引毎の繰延ヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手
段に関する重要な条件が同一であるため

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済
の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい
う。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事
由が生じている貸出金であります。また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支
援を図ることを目的として利息の支
貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は47百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶
予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び元本又は利息の支払が、約定支払日の
翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しない貸出金（3カ月以上延滞債権）に該当しないものであり
ます。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等はその他資産に計上
し、5年間で均等償却を行っております。

関係会社の株式総額　100百万円
現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有
価証券で、当中間期末に当該処分をせずに所有しているものは30,300百万円であります。
貸出金のうち、破綻先債権額は29百万円、延滞債権額は244百万円であります。

当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企
業会計基準第24号平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号
平成21年12月4日）を適用しております。
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7.

8. 有形固定資産の減価償却累計額 1,298百万円
9.

（中間損益計算書関係）
1.
2.
3. 「特別利益」は、固定資産処分益0百万円であります。
4. 「特別損失」は、金融商品取引責任準備金繰入額2百万円であります。

（有価証券関係）

1.

国債
地方債
社債

その他
外国債券

国債
地方債
社債
その他

外国債券

2. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成23年9月30日現在）

子会社・子法人等株式
（注）子会社・子法人等株式は、時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。

3.

債券
国債
地方債
短期社債
社債

その他
外国債券
その他

債券
国債
地方債
短期社債
社債

その他
外国債券
その他

（金銭の信託関係）
その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成23年9月30日現在）

その他の金銭の信託
（注）1. 当中間期末において、信託財産構成物に時価のある有価証券等は含まれておりません。

2. 「うち中間貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち中間貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」はそれぞれ「差額」
の内訳であります。

合計 119,076 120,871 1,795

－ － －
小計 10,774 10,753 △ 21

△ 20
－ － －

－
6,102 6,102 △ 0

127
小計 108,301 110,117 1,816

167
15,800 15,927 127

－7,597 7,597

（百万円）
30,044 31,419 1,375
50,667 50,813 146

－ －

うち中間貸借対照表
計上額が取得原価を

超えないもの

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

中間貸借対照表
計上額

取得原価 差額
うち中間貸借対照表
計上額が取得原価を

超えるもの

合計 742,308 742,895 △ 586

32,886 33,038 △ 152
小計 282,103 284,037 △ 1,934

91,013 92,802 △ 1,788
58,127 59,763 △ 1,635

35,994 35,998 △ 3
4,482 4,536 △ 53

中間貸借対照表
計上額が取得原価を
超えないもの

191,089 191,235 △ 146
67,064 67,071 △ 7
83,547 83,629 △ 82

75,544 75,154 389
小計 460,205 458,857 1,347

131,794 131,167 627
56,250 56,012 237

2,999 2,999 0
10,932 10,849 82

中間貸借対照表
計上額が取得原価を
超えるもの

328,411 327,690 720
109,899 109,714 184
204,579 204,126 453

100

その他有価証券（平成23年9月30日現在）

種類
中間貸借対照表

計上額
取得原価 差額

（百万円） （百万円） （百万円）

中間貸借対照表計上額
（百万円）

11,789 11,957

15,800 15,927

－ －

4,671 4,651

時価が中間貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が中間貸借対照表
計上額を超えないもの

中間貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の貸付債権信託受益権等が含まれております。
満期保有目的の債券（平成23年9月30日現在）

種類
中間貸借対照表

計上額
時価 差額

（百万円） （百万円）

特別法上の引当金として金融商品取引責任準備金10百万円を計上しております。

「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額126万円を含んでおります。

当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件
について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は
153,232百万円であります。なお、これらは任意の時期に無条件で取消可能なものであります。

「その他経常収益」には、債権回収益98万円を含んでおります。
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（税効果会計関係）

繰延税金資産
繰延ヘッジ損失 百万円
税務上の繰越欠損金
その他有価証券評価差額金
その他

繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金
繰延税金負債合計
繰延税金資産の純額 百万円

（1株当たり情報）

（自己資本比率関係）

34

1株当たりの純資産額  25,635円43銭
1株当たり中間純利益金額  2,150円49銭

銀行法施行規則第19条の2第1項第3号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準）は、8.72％であります。

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

2,450
632

685

273
351

3,708
△ 2,988

719

34
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